
令和4年１１⽉
中⼩企業庁取引課

産業界における約束⼿形の
利⽤廃⽌に向けた取組状況について



⾃主⾏動計画の改定について
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１．約束⼿形の利⽤廃⽌に向けた産業界への働きかけ

2026 年の約束⼿形の利⽤廃⽌に向けて、2022 年秋までに業界団体の具体的なロードマップの⾃主⾏
動計画への反映状況と 2026 年の⼿形交換所での約束⼿形取扱い廃⽌の可否に関する⾦融業界の検
討状況を共にフォローアップする。

新しい資本主義のグランドデザイン及び実⾏計画・フォローアップ（令和４年６⽉７⽇閣議決定）

第3回中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ（令和4年2⽉22⽇ 総覧︓官房副⻑官）

取引適正化に向けた取組を更に進めるため、下請中⼩企業振興法に基づく振興基準の改定を踏まえつつ、⾃主⾏動計画に
下記の内容を盛り込む形で今夏を⽬処に改定いただくよう、事業所管省庁から業界団体に協⼒を要請。
①約束⼿形の利⽤廃⽌を⽬指した業界としての具体的な段取りを策定すること

※１ 各業界団体において、約束⼿形の利⽤廃⽌を⽬指すにあたって課題となる異業種の取引先との間の慣⾏など、業
種をまたいだ課題の抽出を⾏い、春頃までに中⼩企業庁に共有。また、中⼩企業庁において、各業界から寄せられた課
題を整理し、各業界団体にフィードバック。各業界団体において、それらの課題に対する対応も⾃主⾏動計画の改定に
盛り込む。

※２ ⾦融業界に対して、産業界における約束⼿形利⽤廃⽌の取組状況を踏まえつつ、2026年に⼿形交換所における
約束⼿形の取扱いを廃⽌することの可否について検討を開始するよう要請。

②各業界団体の会員企業（特に資本⾦３億円超の⼤企業）は、「パートナーシップ構築宣⾔」を⾏うこととすること、⼜は各業界団体から会員
企業に対して「パートナーシップ構築宣⾔」の実施を促すための取組を具体化すること。

③価格交渉促進⽉間に合わせ、各業界団体の会員企業は、労務費、原材料費、エネルギー価格等の上昇分の価格転嫁に積極的に応じること、
⼜は価格協議に応じること。

上記の改定状況について、本WG次回会合（今秋⽬処開催予定）においてフォローアップを実施。

 2021年以降、累次の閣議決定等により、約束⼿形の利⽤廃⽌、⼩切⼿の電⼦化の⽬標が⽴
てられており、政府全体で取組を進めていくこととしている。

2



２．下請中⼩企業振興法に基づく振興基準の改正
 約束⼿形の利⽤廃⽌に向けた⽅針は、下請中⼩企業振興法に基づく振興基準の改正にも反映。
 「振興基準」は、下請振興のために下請中⼩企業振興法に基づき定められる、親事業者と下請

事業者がよるべき基準であり、同法第4条に基づく「指導・助⾔」の根拠となるとともに、⾃主⾏動
計画の策定・改定に参照されるもの。

第４ ４ 下請代⾦の⽀払⽅法の改善
⑷ 親事業者及び下請事業者は、約束⼿形の利⽤廃⽌等に向け、次の取組を進めるものとする。
① 約束⼿形、⼀括決済⽅式及び電⼦記録債権のサイト（約束⼿形の交付⽇から満期までの期間⼜はこれに

相当する期間をいう。以下同じ。）については、60⽇以内とするよう努めるものとする。
② 約束⼿形は、できる限り利⽤しないよう努めるものとする。また、約束⼿形の利⽤を廃⽌するに当たっては、

できる限り現⾦による⽀払いに切り替えるよう努めるものとする。
なお、親事業者及び下請事業者は、以下のイからハまでに掲げる⽅針が政府により⽰されていることに⼗分留意し
つつ、①及び②の取組を進めるものとする。
イ 公正取引委員会及び中⼩企業庁が、おおむね令和６年までに、60⽇を超えるサイトの約束⼿形、⼀括決済

⽅式及び電⼦記録債権を、下請法上「割引困難な⼿形」等に該当するおそれがあるものとして指導の対象とす
ることを前提として、下請法の運⽤の⾒直しの検討を⾏うこととしていること（「⼿形等のサイトの短縮について」
（令和４年２⽉16⽇ 20211206中庁第１号・公取企第131号））。

ロ 令和８年の約束⼿形の利⽤の廃⽌に向けた取組を促進する旨、閣議決定されていること（「成⻑戦略実⾏
計画」（令和３年６⽉18⽇ 閣議決定））。また、令和８年の約束⼿形の利⽤廃⽌に向け、各業界にお
ける具体的な段取り・ロードマップを策定するよう、事業所管省庁から事業者団体に対し要請されていること
（「第３回中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ」（令和４年２⽉22⽇）資料１）。

ハ ⾦融業界に対し、令和８年に⼿形交換所における約束⼿形の取扱いを廃⽌することの可否について検討す
るよう要請されていること（「第３回中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ」（令和４年２⽉22
⽇）資料１）。

■振興基準への反映 ※⻘字部分が2022年７⽉の改正部分
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３．「⾃主⾏動計画」の改定要請について

①約束⼿形の利⽤廃⽌を⽬指した業界としての具体的な段取りの策定

＜記載例１（取組内容を具体化するパターン）＞
２０２６年の約束⼿形の利⽤の廃⽌に向け、業界団体の理事会等において、主要な会員企業の経営陣に直接
働きかけることにより（または、業界団体の会⻑名で会員企業の代表者宛に直接働きかけること等により）、会員企
業における⽀払の現⾦払化を促進することとし、現⾦払化が難しい場合には電⼦記録債権等の電⼦的決済⼿段への
移⾏を促す。

＜記載例２（削減スケジュールを具体化するパターン）＞
２０２６年の約束⼿形の利⽤の廃⽌に向け、⾃主⾏動計画フォローアップ調査等を活⽤し、会員企業の⼿形の
利⽤廃⽌の進捗状況を把握する。〇〇の取組を通じ（削減⽬標を達成するための、具体的な取組内容を記載し
てください）、２０２１年度調査⽐で毎年〇％ずつ削減をし、２０２６年には約束⼿形の利⽤の０％を達成する。

 本年２⽉の「第３回中⼩企業等の活⼒向上に関するWG」における要請を踏まえ、19業種52の業
界団体あて、中⼩企業庁から担当課室を経由して、⾃主⾏動計画の改定を要請。
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※１ 業種をまたいだ課題への対応

①⽀払⽅法の改善は、サプライチェーン全体で取組を進めることが重要であることに留意し、異業種間取引や

下請法対象外取引においてもできる限り現⾦化する。

②契約期間が⻑期かつ⾦額が⼤きく発注者からの⽀払時期と下請への⽀払時期が異なる建物や⼤型機械の

発注といった取引の前払⽐率や期中払い⽐率を⾼める。

③できる限り現⾦払いに切り替えることを前提としつつ、受取側としても、例えばネットバンキングや電⼦記録債権

といった⼿形の代替⼿段が取れるよう検討を⾏う。

④約束⼿形の利⽤廃⽌に向けて取り組む過程で、資⾦繰りの問題に対応するため、下請企業に対して⼀⽅的

なコストダウンの要求等をしないこと。

（続き）「⾃主⾏動計画」の改定要請について
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 改定にあたって、各団体から収集した「業種をまたいだ課題」への対応についても盛り込むよう要請。



４．「⾃主⾏動計画」への反映状況
 約束⼿形の利⽤廃⽌に向けて、中⼩企業庁から各業界の所管省庁に対して、業界ごとの取引

適正化に係る⾃主⾏動計画の改正を依頼。
 １１⽉時点で⾃主⾏動計画策定団体の約７割において改正。関係団体における約束⼿形の

利⽤廃⽌の取組が進むよう、引き続き関係団体との調整を進めていく。

■⾃主⾏動計画に反映された例
【繊維業】
両団体に加盟している団体(以下、「加盟団体」という)は、約束⼿形の利⽤廃⽌に向けて、主要な会員企業の経営陣に直接働き
かけるなど、会員企業における⽀払の現⾦化、または電⼦決済⼿段への移⾏を促進するとともに、受け取り側としても対応ができる
ように努める。

【紙・紙加⼯業】
⽇本製紙連合会は、約束⼿形の利⽤廃⽌に向け、理事会において、会員企業の経営陣に直接働きかけることにより、会員企業
における⽀払の現⾦払化を促進することとし、現⾦払化が難しい場合には電⼦記録債権等の電⼦的決済⼿段への移⾏を促す。

【警備業】
令和４年度の⾃主⾏動計画フォローアップ調査では、受注者として⼿形の受領が⼀部認められたが、上記を徹底することで令和８
年までに⼿形利⽤０％を達成するものとする。

【機械製造業】
⼤企業間の取引で⽀払条件が改善されない結果、下請事業者への⽀払⽅法の改善が進まない事象がある場合、⼤企業は、率先
して⼤企業間取引分の⽀払条件の⾒直し（現⾦による⽀払、⼿形等のサイトの短縮）などを進めるものとする。

【素形材産業】
約束⼿形の利⽤廃⽌に向けて、できる限り現⾦払いに切り替えることを前提としつつ、電⼦的決済⼿段（ネットバンキングによる
振込）に対応できるよう積極的に取り組むこと。 6



（参考）下請ガイドライン策定業種、⾃主⾏動計画策定団体（令和4年11⽉時点）

＜下請ガイドライン策定業種＞
業種 団体名

⾃動⾞ ⽇本⾃動⾞⼯業会
⽇本⾃動⾞部品⼯業会

素形材（８団体連名）
⽇本⾦型⼯業会／⽇本⾦属熱処理⼯業会／⽇本⾦属プレス⼯業
協会／⽇本ダイカスト協会／⽇本鍛造協会／⽇本鋳造協会／⽇
本鋳鍛鋼会／⽇本粉末冶⾦⼯業会

機械製造業
⽇本建設機械⼯業会 ⽇本産業機械⼯業会
⽇本⼯作機械⼯業会 ⽇本半導体製造装置協会
⽇本ロボット⼯業会 ⽇本計量機器⼯業連合会
⽇本分析機器⼯業会

航空宇宙⼯業 ⽇本航空宇宙⼯業会

繊維（2団体連名） ⽇本繊維産業連盟／繊維産業流通構造改⾰推進協議会

紙・紙加⼯業 ⽇本製紙連合会 全国段ボール⼯業組合連合会

電機・情報通信機器
電⼦情報技術産業協会 ⽇本電機⼯業会
ビジネス機械・情報システム産業協会
情報通信ネットワーク産業協会 カメラ映像機器⼯業会

情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 情報サービス産業協会

流通業
スーパー、コンビニ、
ドラッグストア等の
⼩売業

⽇本スーパーマーケット協会 全国スーパーマーケット協会
⽇本フランチャイズチェーン協会 ⽇本チェーンドラッグストア協会
⽇本ボランタリーチェーン協会 ⽇本DIY・ホームセンター協会

建材・住宅設備 ⽇本建材・住宅設備産業協会

⾦属産業 ⽇本電線⼯業会 ⽇本鉄鋼連盟
⽇本アルミニウム協会 ⽇本伸銅協会

化学産業（6団体連名） ⽇本化学⼯業協会／塩ビ⼯業・環境協会／化成品⼯業協会／⽯
油化学⼯業協会／⽇本ゴム⼯業会／⽇本プラスチック⼯業連盟

警備業※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業※総務省より要請 放送コンテンツ適正取引推進協議会

トラック運送業※国交省より要請 全⽇本トラック協会

建設業※国交省より要請 ⽇本建設業連合会

⾦融業 全国銀⾏協会

商社 ⽇本貿易会

印刷業 ⽇本印刷産業連合会

＜⾃主⾏動計画策定団体＞
業種 ガイドライン名称

製造 素形材 素形材産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 ⾃動⾞ ⾃動⾞産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 産業機械・航空機等 産業機械・航空機等における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝ

製造 繊維 繊維産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 電気・情報通信機器 情報通信機器産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報 情報サービス・ソフトウェ
ア

情報ｻｰﾋﾞｽ･ｿﾌﾄｳｪｱ産業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝ

サービス 広告業 広告業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

建設 建設業 建設業法令遵守ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 建材・住宅設備産業 建材・住宅設備産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

運輸 トラック運送業 トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
トラック運送業における燃料サーチャージ緊急ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報 放送コンテンツ 放送ｺﾝﾃﾝﾂの製作取引適正化に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 ⾦属産業（旧鉄鋼） ⾦属産業取引適正化ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 化学産業 化学産業適正取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 紙・紙加⼯業 紙・紙加⼯産業取引ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

製造 印刷業 印刷業における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

情報 アニメーション製作業 ｱﾆﾒｰｼｮﾝ制作業界における下請適正取引等の推進のためのｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

⾷品 ⾷品製造業
⾷品製造業者・⼩売業者間における適正取引推進ガイドライン
⾷品製造業・⼩売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ〜⾖腐・油揚製造業
〜
⾷品製造業・⼩売業の適正取引推進ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ〜⽜乳・乳製品〜

⽔産 ⽔産物・⽔産加⼯品 ⽔産物・⽔産加⼯品の適正取引推進ガイドライン

⽔産 養殖業 養殖業に係る適正取引推進ガイドライン

 下請ガイドラインは現在19業種策定、⾃主⾏動計画は現在19業種52団体が策定済み。
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⾃主⾏動計画フォローアップ調査について
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業種 業界団体 発送（社）数 回答（社）数 回答割合
（%）

⾃動⾞・⾃動⾞部品 ⽇本⾃動⾞⼯業会 14 14 100%
⽇本⾃動⾞部品⼯業会 361 198 55%

素形材 ⽇本鋳造協会等 計8団体 1,786 688 39%

機械製造業

⽇本建設機械⼯業会 62 16 26%
⽇本産業機械⼯業会 72 43 60%
⽇本⼯作機械⼯業会 108 52 48%
⽇本半導体製造装置協会 34 15 44%
⽇本ロボット⼯業会 55 18 33%
⽇本計量機器⼯業連合会 125 28 22%
⽇本分析機器⼯業会 86 24 28%

航空宇宙⼯業 ⽇本航空宇宙⼯業会 81 31 38%
繊維 ⽇本繊維産業連盟等 計2団体 2,259 624 28%

電機・情報通信機器 電⼦情報技術産業協会 （JEITA）等 計5団体 492 148 30%
情報サービス・ソフトウェア 情報サービス産業協会(JISA) 483 64 13%

流通・⼩売業

⽇本スーパーマーケット協会 80 16 4%全国スーパーマーケット協会 301
⽇本フランチャイズチェーン協会 12 8 67%
⽇本チェーンドラッグストア協会 99 25 25%
⽇本ボランタリーチェーン協会 23 4 17%
⽇本DIY・ホームセンター協会 47 28 60%

建材・住宅設備 ⽇本建材・住宅設備産業協会等 計2団体 127 36 28%

紙・紙加⼯ ⽇本製紙連合会 28 22 79%
全国段ボール⼯業組合連合会 119 46 39%

化学 ⽇本化学⼯業協会等 計6団体 236 161 68%

⾦属

⽇本電線⼯業会 117 21 18%
⽇本鉄鋼連盟 55 29 53%
⽇本アルミニウム協会 11 8 73%
⽇本伸銅協会 15 9 60%

 サプライチェーン全体での「取引適正化」に向けた望ましい取引慣⾏を浸透させること等を⽬的に、各産業界⾃らが取組む⾏動をまとめた「⾃主⾏動計画」
は、現在、18業種51団体にて策定済。（※令和4年11⽉現在は19業種52団体）

 取組の実施状況について、策定団体⾃ら、毎年フォローアップ調査を実施しており、必要に応じて⾃主⾏動計画の改定を⾏いつつ、更なる取組を進めるこ
ととなっている（PDCAの実施）。

 策定団体のうち、経済産業省所管の12業種46団体が令和３年10⽉〜11⽉にフォローアップ調査を実施。
 各策定団体の調査結果について集計したところ、各策定団体所属会員企業のうち7,288社への発送に対して、回答社数2,376社。 回答率33％。

（令和２年度実績︓調査対象社数6,649社、回答社数2,519社、回答率38 ％）

１．令和３年度⾃主⾏動計画フォローアップ調査概要①

業種 団体名
警備業
※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業
※総務省より要請

放送コンテンツ適正取引
推進協議会

トラック運送業
※国交省より要請 全⽇本トラック協会

建設業
※国交省より要請 ⽇本建設業連合会

⾦融業
※ 全国銀⾏協会

商社
※ ⽇本貿易会

<他省庁 所管団体>

<経済産業省 所管団体>

＋

※ 左記団体のうち、⾚字の団体は令和3年度からの新規調査先 9



コスト負担の適正化（型管理）

価格決定⽅法の適正化

⽀払条件の改善

知的財産・ノウハウの保護 働き⽅改⾰のしわ寄せ防⽌

発注側は66％、受注側は53％が『改善された/やや改善された』と回答しており、ともに「改善されていない」との回答割合を
上回っているが、発注・受注間で、『改善された』の回答に13ポイントの差があり、依然、認識のズレが⽣じている。

「働き⽅改⾰の影響」については発注・受注ともに、すべての業種で「特に影響はない」が最も多い。影響があるもの
としては、受注側において 「短納期での発注の増加」 、「急な対応の依頼の増加」があげられた。
また、働き⽅改⾰の影響として「短納期発注や急な仕様変更の場合のコストを発注側が適正に負担したか」につい
ては、発注・受注ともに「概ねできた」の割合は横ばい。ただし「概ねできた」の回答は、発注・受注間で15ポイントの
差が存在。

発注側は⼤きな変動はないが、受注側は労務費、原材料価格、
エネルギー価格いずれも若⼲悪化となった。
発注側と受注側での認識のズレは、それぞれ約40ポイントと依
然として⼤きい。

「すべて現金払い」の割合 令和元年度 令和2年度 令和3年度

発注側 57% 52% 55%

受注側 30% 27% 28%

「現⾦払い」については、受注・発注ともに数ポイント程度の上昇
で横ばい。
「⼿形サイト」については、発注側では、⼿形サイト「60⽇以内」
は数ポイント上昇し、若⼲改善。
「約束⼿形利⽤の廃⽌予定」について、『5年以内に廃⽌予定』
は発注側で29％、受注側で12％にとどまる。

「概ねできた」の割合 令和元年度 令和2年度 令和3年度

発注側 30% 30% 30%

受注側 15% 16% 15%

「知的財産に関する適正取引実現のための取組実施状況」
については、「実施中」が半数強。

２．令和３年度⾃主⾏動計画フォローアップ調査概要②

知的財産に関する適正取引実現のための取組実施状況 令和3年度

実施中 55%

未実施 45%

約束手形利用の廃止予定 発注側 受注側

5年以内に廃止予定 29% 12%

時期は未定だが、廃止に向けて検討中 58% 38%

約束手形の廃止予定はない 13% 50%

10



※設問２９︓「下請代⾦の⽀払いについて約束⼿形の廃⽌予定はいつか」という設問に対して、 「2021年内に廃⽌する予定」「2022年内に廃⽌する予定」「2023年内に廃⽌する予定」
「2024年内に廃⽌する予定」「2025年内に廃⽌する予定」「2026年内に廃⽌する予定」「時期は未定だが、廃⽌に向けて検討中」「約束⼿形の廃⽌予定はない」の回答項⽬を設置。

※ 『5年以内に廃⽌予定』の割合は、回答項⽬「今年中」〜「5年以内」の合計から算出。 ※「ー」については、回答なし。

＜令和3年度︓下請中⼩企業との取引の⽀払条件の改善（約束⼿形の利⽤廃⽌予定）についての調査結果（業種別）＞

ー

 「約束⼿形利⽤の廃⽌予定」について、発注側は「利⽤廃⽌に向けて検討中」が⾼い傾向で
あるものの、受注側は「廃⽌予定はない」がほとんどの業種で最多。

 今後、個別の業界との情報交換を通じて、利⽤廃⽌に向けて必要な取組を進めていく。

ー

ー
ー ー

ー

ー

３．⽀払い条件の改善について︓⼿形廃⽌予定（業種別）
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（参考）約束⼿形の利⽤廃⽌促進のためのチラシ配布
 １１⽉下旬より、中⼩企業庁から全国の⾃治体、業界団体、商⼯会議所等に対して、価格転

嫁促進のためのポスターに加えて、約束⼿形の利⽤廃⽌に向けたチラシを配布。
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